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【日本の基礎科学力の揺らぎ － 三つの危機】

・論文数の伸びは停滞し、国際的なシェア・
順位は大幅に低下

・世界トップレベルの研究拠点を形成し、研究
成果はあがっているが、我が国全体に与える
影響は限定的

・我が国全体の研究力強化のためには、「知の
集積」の場となる研究拠点群の厚みが不十分

・基礎科学力の強化に向けて研究情報基盤等の
整備・充実が不可欠

「知の集積」をめぐる危機

・若手研究者の雇用が不安定化
・研究者が短期の業績づくりや事務作業に追わ
れ、独創性を発揮しづらい

・キャリアパスの不透明さ、経済負担などへの
不安

・優秀な学生が研究者の道を躊躇・断念

次代を担う研究者をめぐる危機

・基盤的経費や自主的・自立的な研究を支え
る研究費が減少

・長期的な視野に立った独創的な研究への挑
戦や自主的・自立的な研究に専念すること
が困難

・研究者の研究時間の減少
・競争的資金への依存が高まることによる、
研究費の途絶、研究の中断のリスク

研究の挑戦性・継続性をめぐる危機

○論文数の伸びは停滞し、国際的なシェア・順位は
大幅に低下
（Top10%補正論文数 日本：4位→10位、Top1%補正
論文数 日本：5位→12位）

○新たな学際領域への参画の遅れや、国際共著論文数
の割合も小さく、日本の存在感が低下

○研究の価値を、すぐに役に立つか否かで考える価値観が根強く、真理探究の営みそのものに十分な価値を認めるには
至っていない

○基礎科学への関心も、日本人研究者のノーベル賞受賞時等の一時的な高まりに止まっている
⇒ 科学を「文化」として位置づけ、日常的な関心の対象とするとともに、社会・国民が基礎科学の発展を支援して

いく機運の醸成が課題

○Top10%補正論文数及び共著形態の比較
英国 ドイツ 日本

国内論文

国際共著論文
（２国間）

国際共著論文
（多国間）

➤ 研究拠点群の劣化➤ 若手研究者の雇用・研究環境の劣化➤ 研究費・研究時間の劣化

【科学は「文化」として根付いているか？】

✓ 基礎科学は、新たな知を創出、蓄積し持続的なイノベーションによる社会経済の発展の源泉となるものであり、その
振興が極めて重要であることは論を俟たない

✓ 研究者の目線に立って、学術研究・基礎研究の振興や若手研究者支援の強化に向けて、具体的な対応策を検討

【経緯】

基礎科学力の強化に向けて － 「三つの危機」を乗り越え、科学を文化に － （検討の背景）

（平成29年4月24日 文部科学省 基礎科学力の強化に関するタスクフォース）

出典：「科学研究のベンチマーキング2015」
（平成27年8月、科学技術・学術政策研究所）
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【現状・課題】

①基盤的経費や自主的・自立的な研究を支える研究費が減少
（国立大学法人運営費交付金は、過去１２年間で約12%減少）
（私立大学等経常費補助金は、過去１０年間で約5%減少）
（国立研究開発法人運営費交付金は、過去５年間で約12%減少）
（年間の個人研究費 約６割が50万円未満）

②長期的な視野に立った独創的な研究への挑戦や自主的・自立的な研究
に専念することが困難

③研究者の研究時間が減少
(大学等教員の職務活動時間における研究の割合 H14年：46.5% ⇒ H25年：35.0%)

④競争的資金への依存が高まることによる、研究費の途絶、研究の中断リスク

○ 基盤的研究費の適切な措置に向けた基盤的経費や、科研費をはじめとする競争的研究費の助成規模の拡充に努める。

 知のブレークスルーを目指した
科研費改革の推進

○ 研究テーマの設定段階から産業
界との連携を深め、民間投資を
呼び込む仕組みを検討・構築

○ 指導的立場にある優れた研究者
との協働等を通じて若手研究者
等の活躍を促進するための研究
費の充実等を実施

 イノベーション創出に向けた
戦略的な基礎研究の推進

 新規採択率30%の達成に向けた量的な
充実

 「科研費若手支援プラン」 の実行
・アイディアの斬新性を重視し、過去の実績に

とらわれず評価する「挑戦的研究」の創設
・若手研究者の独立支援 など

○ 若手研究者による海外での新たな課題探
索を支援する「グローバルチャレンジファ
ンド（仮称）」の創設の検討

対 応 策

○ 若手をはじめ個々の研究者が、国境や分野の壁を越えて、より自由かつ大胆な挑戦を行うことができるよう支援を
強化する。

【取組の方向性】

基礎科学力の強化に向けて － 「三つの危機」を乗り越え、科学を文化に －

（研究の挑戦性・継続性をめぐる危機への対応策）

○個人研究費の規模の比較（10年前と現在）

9% 28% 28% 15% 20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答

全体

増えている
概ね同じ
減っている（概ね５割未満の減）
大きく減っている（概ね５割以上の減）
その他（わからない等）

 研究をめぐる制度や
ルールの見直し

 研究費の使い勝手の改善の
ため、使用ルールの合理化
・標準化の促進について、
各大学に対して周知

 科研費の審査において、独
創的・挑戦的な研究提案を
過去の実績のみにとらわれ
ず評価する仕組みを導入

出典：「「個人研究費等の実態に関するアンケート」について(調査結果の概要)」(平成28年8月、文部科学省)

（●直ちに取り組むべき事項 ○平成30年度以降速やかに取り組むべき事項）

出典：「「個人研究費等の実態に関するアンケート」について(調査結果の概要)」(平成28年8月、文部科学省)
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【現状・課題】

①若手研究者の雇用が不安定化
（国立大学における40歳未満の任期付教員割合 H19年度：39% ⇒ H28年度：63%）

②研究者が短期の業績づくりや事務作業に追われ、独創性を発揮
しづらい

③キャリアパスの不透明さ、経済負担などへの不安

④優秀な学生が研究者の道を躊躇・断念
（修士課程修了者の進学率 H17年度卒：12.5% ⇒ H27年度卒：9.4%）

 優秀な者が研究者を目指すための
支援の充実

 博士後期課程学生等が海外の研究者と
の共同研究などの経験を積む「若手研
究者海外挑戦プログラム」を実施

○ 「特別研究員事業」において、支援対
象者の見直し、共同研究・インターン
シップなど研究者としての多様な経験
を積む機会の確保等の制度改善

○ 博士後期課程修了者に産業界からの研
究資金の獲得や産業界でのキャリアパ
スを拓く機会を作る取組を支援

【取組の方向性】

○ 優秀な者が博士後期課程や研究者を目指せるようサポートを行うとともに、若手研究者が安定かつ自立して研究に
打ち込める環境を実現する。

対 応 策

 安定的ポストのための基盤的経費を充
実。大学等における人材マネジメント強
化のための改革を後押しし、若手研究者
へのポスト振替を支援

○ 「卓越研究員制度」を改善・拡充し、産業
界での活躍促進の観点から大学と企業
との間のクロスアポイントメントによる
ポストを奨励

○ 研究組織内での設備・機器の共用化と
技術スタッフの一元化を進め、研究支援
体制を強化・効率化

○ 科学技術・学術審議会におい
て、中央教育審議会と連携
し、多様な人材の育成・活躍
促進に向けた方策を検討し、
「研究人材育成総合プラン（仮
称）」を策定し、 推進

○ シニア教員も含めた人材の流
動化促進方策など、大学等の
システム改革を促すための総
合的な推進策を検討

 優れた若手研究者が安定かつ
自立して研究できる環境の創出

 人材システム全体に係る
取組

○RU11における任期付教員の雇用状況の推移

基礎科学力の強化に向けて － 「三つの危機」を乗り越え、科学を文化に －

（次代を担う研究者をめぐる危機への対応策）

※学術研究懇談会（RU11）を構成する11大学において、大学教員の雇用状況に関する調査を実施したもの。
出典：「大学教員の雇用状況に関する調査」(平成27年9月、科学技術・学術政策研究所)

（●直ちに取り組むべき事項 ○平成30年度以降速やかに取り組むべき事項）
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【現状・課題】

①論文数の伸びは停滞し、国際的なシェア・順位は大幅に低下
（Top10%補正論文数 日本：4位→10位）

②世界トップレベルの研究拠点を形成し、研究成果はあがっているが、
我が国全体に与える影響は限定的。

③我が国全体の研究力強化のためには、「知の集積」の場となる研究拠
点群の厚みが不十分

④基礎科学力の強化に向けて研究情報基盤等の整備・充実が不可欠

○日本とドイツの個別大学のTop10%補正論文数の分布の比較

出典：「研究論文に着目した日本とドイツの大学システムの定量的比較分析」
(平成26年12月、科学技術・学術政策研究所) ※ 英国との比較分析でも類似の調査結果あり

 世界トップレベル研究拠点プロ
グラム（ＷＰＩ）の充実

 増大するビッグデータの流通に対
応した情報ネットワークの強化、
多様なユーザーニーズに応えるコ
ンピューティング・インフラの充
実等により、研究情報基盤を強化

○ 多様な研究活動に柔軟に対応でき
るオープンラボの整備等、老朽施
設のリノベーション等による国立
大学施設の機能強化や私立大学の
研究環境の整備

 研究情報基盤等の充実

 世界トップレベルの研究者を惹き
つけるＷＰＩ拠点を拡充し、強い
基礎科学力をてこに産業界からの
大規模投資等を呼び込む

 ＷＰＩ発の優れた成果のプログラ
ムの枠を越えた展開・波及に着手

○ 基礎研究のポテンシャルと産業界
のニーズ・支援を踏まえ、トップ
サイエンスと産業の発展を両立す
る国際研究拠点を構築

「知の集積」を強化

【取組の方向性】

トップを伸ばす

厚みを増す

○ 我が国全体の研究力を向上させるため、「世界トップレベル研究拠点プログラム」等の充実により、世界と競争でき
る研究拠点の形成を支援する。

○ 研究情報基盤の整備や、優れた研究環境・研究基盤を支える施設整備の充実を図る。

対 応 策

 特定の研究分野で我が国
をリードし、世界と競争
できる研究拠点の形成

○ 特定の研究分野で卓越した
研究力を有し、次世代の研
究者を養成し、世界と競争
できる研究拠点の形成を戦
略的に支援

基礎科学力の強化に向けて － 「三つの危機」を乗り越え、科学を文化に －

（「知の集積」をめぐる危機への対応策）

（●直ちに取り組むべき事項 ○平成30年度以降速やかに取り組むべき事項）
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【現状・課題】

①研究の価値を、すぐに役に立つか否かで考える価値観が根強く、真理探究の営みそのものに十分な価値を認めるに
は至っていない

②基礎科学への関心も、日本人研究者のノーベル賞受賞時の一時的な高まりに止まっている

③科学を「文化」として位置づけ、日常的な関心の対象とするとともに、社会・国民が基礎科学の発展を支援していく
機運の醸成や優れた素質を持った生徒の発掘・才能の伸長が必要

④学術研究・基礎研究や科学に関係する取組に対する寄附の意義等について広く国民の理解・関心を獲得していくこと
が必要

対 応 策

○ 科学を文化として育む機運の醸成、大学等への寄附の促進等社会全体で基礎科学を支える方策を実施する。

【取組の方向性】

 科学に関する国民意識の向上の
ための機運の醸成

 科学の面白さ、素晴らしさを社会に発
信（「科学道１００冊」等）

○ 科学を身近に感じられ、魅力ある地
区等を国が認定し表彰を行う「科学の
名所１００選（仮称）」を創設

○ 親子、大人向けの実験教室、コンクー
ル等を含む科学コミュニケーション活
動を表彰

 科学に関する国民との対話等
を支える人材の育成・支援

○ 地域に根ざした継続的な科学
コミュニケーション活動を牽引
できる人員の派遣・活動支援

○ 科学コミュニケーターの役
割、資質を明確化し、資質向
上に必要な取組の推進

 寄附の促進

 「文部科学省寄附フォーラム」
の開催等により、社会全体の
寄附意識の向上

 寄附のポータルサイトの開設
などの先行事例を紹介し、利
用の促進及び当該取組の水
平展開を図る

基礎科学力の強化に向けて － 「三つの危機」を乗り越え、科学を文化に －

（科学を「文化」として根付かせるための対応策）

（●直ちに取り組むべき事項 ○平成30年度以降速やかに取り組むべき事項）

5



■
若

手
研

究
者

が
活

躍
で

き
る

環
境

の
整

備
・・・・・・

５
６

・
若

手
研

究
者

へ
の

研
究

費
・
若

手
研

究
者

の
育

成
・
活

躍
促

進
に

関
す

る
支

援
施

策
・
若

手
研

究
者

海
外

挑
戦

プ
ロ

グ
ラ

ム
・
特

別
研

究
員

事
業

・
卓

越
大

学
院

プ
ロ

グ
ラ

ム
（
仮

称
）
構

想
に

関
す

る
基

本
的

な
考

え
方

に
つ

い
て

（
概

要
）

・
博

士
人

材
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
（
Ｊ
Ｇ

Ｒ
Ａ

Ｄ
）
の

構
築

・
国

立
大

学
改

革
強

化
推

進
補

助
金

（
若

手
研

究
者

の
活

躍
の

場
の

拡
大

）
・
卓

越
研

究
員

事
業

・
平

成
２

８
年

度
卓

越
研

究
員

事
業

に
お

け
る

卓
越

研
究

員
の

状
況

（
機

関
別

）
・
博

士
課

程
教

育
リ

ー
デ

ィ
ン

グ
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
リ

ー
デ

ィ
ン

グ
プ

ロ
グ

ラ
ム

修
了

者
の

就
職

状
況

■
研

究
を

め
ぐ

る
制

度
や

ル
ー

ル
の

見
直

し
・・・・・・・６

９
・
競

争
的

研
究

費
の

制
度

改
善

の
取

組
に

つ
い

て
・
科

学
研

究
費

助
成

事
業

に
お

け
る

評
価

ス
キ

ー
ム

・
戦

略
的

創
造

研
究

推
進

事
業

に
お

け
る

評
価

ス
キ

ー
ム

■
世

界
に

開
か

れ
た

魅
力

あ
る

研
究

環
境

の
構

築
・
・
７

３
・
世

界
ト

ッ
プ

レ
ベ

ル
研

究
拠

点
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
研

究
大

学
強

化
促

進
事

業
～

世
界

水
準

の
研

究
大

学
群

の
増

強
～

・
リ

サ
ー

チ
・
ア

ド
ミ

ニ
ス

ト
レ

ー
タ

の
配

置
状

況
・
共

同
利

用
・
共

同
研

究
体

制
の

強
化

・
充

実
（
国

立
大

学
関

係
）

・
平

成
２

８
年

度
共

同
利

用
・
共

同
研

究
拠

点
一

覧
・
世

界
の

学
術

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

を
先

導
す

る
大

規
模

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
・
大

規
模

学
術

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

促
進

事
業

等
に

つ
い

て
・
第

４
次

国
立

大
学

法
人

等
施

設
整

備
５

か
年

計
画

（
平

成
２

８
～

３
２

年
度

）
・
国

立
大

学
等

施
設

の
老

朽
化

の
現

状
と

課
題

・
国

立
大

学
法

人
等

施
設

整
備

費
予

算
額

の
推

移
・
デ

ー
タ

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

拠
点

の
形

成
・
オ

ー
プ

ン
サ

イ
エ

ン
ス

推
進

の
た

め
の

研
究

デ
ー

タ
基

盤
の

整
備

・
学

術
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（

SIN
ET5

）
概

要
・
統

合
電

子
ジ

ャ
ー

ナ
ル

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

（
J-STA

G
E）

・
ス

ー
パ

ー
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
「
京

」
及

び
革

新
的

ハ
イ

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
・

コ
ン

ピ
ュ

ー
テ

ィ
ン

グ
・
イ

ン
フ

ラ
（

H
P

C
I）

の
運

営

■
社

会
全

体
で

科
学

を
文

化
と

し
て

育
む

・・・・・・・・・８
９

・
「

W
EB

サ
イ

ト
に

関
す

る
調

査
」
よ

り
共

創
（
「
対

話
・
協

働
」
）
に

つ
い

て
の

国
民

意
識

調
査

・
「
研

究
者

に
よ

る
科

学
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

活
動

に
関

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
報

告
書

」
・
文

部
科

学
省

に
お

け
る

科
学

技
術

に
関

す
る

理
解

増
進

へ
の

取
組

・
科

学
技

術
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

推
進

事
業

・
文

部
科

学
省

寄
附

フ
ォ

ー
ラ

ム

関
連

デ
ー

タ
集

目
次

■
基

礎
科

学
力

の
揺

ら
ぎ

・
・
・
・・・・・・・・・・・・・・・７

・
日

本
で

産
出

さ
れ

る
論

文
の

状
況

・
主

要
国

の
To

p
1

0
%

補
正

論
文

数
シ

ェ
ア

及
び

To
p

1
％

補
正

論
文

数
シ

ェ
ア

の
推

移
・
分

野
別

の
論

文
数

・
広

が
る

学
術

研
究

の
フ

ィ
ー

ル
ド

と
我

が
国

の
状

況
・
研

究
活

動
の

国
際

化
の

中
で

の
日

本
の

存
在

感

■
研

究
の

挑
戦

性
・継

続
性

を
め

ぐ
る

危
機

・・・・・・１
３

・
科

学
技

術
関

係
予

算
の

推
移

・
国

立
大

学
法

人
運

営
費

交
付

金
等

予
算

額
の

推
移

・
私

立
大

学
等

に
お

け
る

経
常

的
経

費
と

経
常

費
補

助
金

額
の

推
移

・
国

立
研

究
開

発
法

人
運

営
費

交
付

金
等

予
算

額
の

推
移

・
個

人
研

究
費

等
の

実
態

に
つ

い
て

・
研

究
活

動
の

変
化

（
短

期
的

な
成

果
が

出
る

研
究

を
志

向
す

る
者

の
増

加
）

・
研

究
者

を
取

り
巻

く
現

状
（
研

究
時

間
・
職

務
活

動
等

）

■
次

代
を

担
う

研
究

者
を

め
ぐ

る
危

機
・・・・・・・・・・２

１
・
修

士
課

程
修

了
者

の
博

士
課

程
進

学
者

数
及

び
進

学
率

の
推

移
・
博

士
課

程
学

生
の

経
済

的
支

援
の

状
況

（
受

給
額

別
）

・
博

士
課

程
修

了
後

の
就

職
先

（
分

野
別

）
・
研

究
開

発
者

を
採

用
し

た
民

間
企

業
に

お
け

る
学

位
別

採
用

状
況

・
企

業
研

究
者

に
占

め
る

博
士

号
取

得
者

の
割

合
・
大

学
本

務
教

員
に

占
め

る
若

手
教

員
の

割
合

・
研

究
大

学
（
Ｒ

Ｕ
１

１
）
に

お
け

る
教

員
の

雇
用

状
況

・
国

立
大

学
法

人
運

営
費

交
付

金
の

減
に

よ
る

教
職

員
の

雇
用

の
不

安
定

化
・
研

究
者

の
セ

ク
タ

ー
間

に
お

け
る

異
動

割
合

■
知

の
集

積
を

め
ぐ

る
危

機
・・・・・・・・・・・・・・・・・３

４
・
日

本
の

大
学

の
質

・
量

の
構

造
・
日

本
と

ド
イ

ツ
の

個
別

大
学

の
To

p
1

0
%

補
正

論
文

数
の

分
布

の
比

較
・
海

外
へ

の
研

究
者

の
派

遣
者

数
・
海

外
か

ら
の

研
究

者
の

受
け

入
れ

者
数

・
各

国
間

で
の

共
著

関
係

の
構

造
変

化
・
各

国
の

研
究

者
１

人
当

た
り

の
研

究
支

援
者

数
・
日

本
の

研
究

者
数

と
研

究
支

援
者

数
・
大

学
に

お
け

る
専

門
的

職
員

の
配

置
状

況

■
研

究
費

の
安

定
的

な
確

保
・充

実
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

４
２

・
「
基

礎
研

究
費

」
の

割
合

・
研

究
費

（
競

争
的

資
金

等
）
に

お
け

る
基

礎
研

究
の

比
重

（
イ

メ
ー

ジ
）

・
科

学
研

究
費

助
成

事
業

（
科

研
費

）
の

概
要

・
科

研
費

の
論

文
の

質
と

日
本

の
論

文
産

出
構

造
・
科

研
費

の
研

究
種

目
の

見
直

し
－

挑
戦

的
な

研
究

の
推

進
－

・
科

研
費

の
応

募
件

数
・
採

択
率

の
推

移
・
科

研
費

に
お

け
る

若
手

研
究

者
の

採
択

件
数

・
採

択
率

・
科

研
費

若
手

支
援

プ
ラ

ン
（

C
IO

）
―

次
代

の
学

術
・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
担

い
手

の
た

め
に

ー
・
科

研
費

審
査

シ
ス

テ
ム

改
革

２
０

１
８

・
国

際
共

同
研

究
加

速
基

金
の

概
要

・
「
基

礎
科

学
力

」
の

担
い

手
の

量
的

規
模

・
科

研
費

に
対

す
る

需
要

の
推

計
（
第

５
期

科
学

技
術

基
本

計
画

期
末

）
・
戦

略
的

創
造

研
究

推
進

事
業

（
新

技
術

シ
ー

ズ
創

出
）
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基礎科学力の揺らぎ
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出典：「科学技術指標2016」(平成28年8月、科学技術・学術政策研究所)

上段：国・地域別論文数の推移、下段：TOP10%補正論文数の推移

○ 日本が産出する論文数及び高被引用度論文数（Top10%補正論文数）の国際的なシェアは低下傾向
（論文数：２位→５位、Top10％補正論文数：４位→１０位）。

注：分析対象は、article, article & proceedings（articleとして扱うため）, letter, note, reviewである。
資料：トムソン・ロイター社 Web of Science (SCIE, CPCI:Science)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

日本で産出される論文の状況

8



出典：「科学技術指標2016」(平成28年8月、科学技術・学術政策研究所)

○ 日本はTop10%及びTop１％論文数シェアが、2000年以降急速に低下。

主要国のＴｏｐ10％補正論文数シェア及びＴｏｐ1％補正論文数シェアの推移

9



分野別の論文数

（注）PYとは出版年（Publication year）の略である。
トムソン・ロイター Web of Scienxe XML（SCIE 2014年末バージョン）を基に、科学技術・学術政策研究所が集計

出典：「科学研究のベンチマーキング2015」(平成27年8月、科学技術・学術政策研究所)
10



○ 世界的に論文生産が活発に行われている８２３研究領域において、日本がトップ１％論文を出して
いる割合（参画率）は３３％（２７４領域）に留まり、経年的に低下傾向にある。

○ 世界的に学際的・分野融合的領域が著しく増加しているが、当該領域でも日本の参画率は低下し、
英国やドイツと大きな差をつけられている。

■サイエンスマップ2002と2012の比較

(注１) 「世界全体」でのサイエンスマップの黄色の丸が注目研究領域の中心位置を示す。
(注２)「日本」の 論文シェアが5％を水色で表示し、20％以上を赤色で表示した。論文シェアの計算には分
数カウントを用いた。
データ： 科学技術・学術政策研究所がトムソン・ロイター社 ESI・リサーチフロントデータ(NISTEP ver.)を基
に、集計、分析、可視化（ScienceMap visualizer）を実施。
出典：「サイエンスマップ2010＆2012」(平成26年7月、科学技術・学術政策研究所)

＜日本の学際的・分野融合的領域への参画率も低下＞

サイエンスマップ2008 66/151(43%) → 2012 72/218(33%)

サイエンスマップ 日本 英国 ドイツ

学際的・分野融合的領域の
数（2008）

151 66 96 81

学際的・分野融合的領域の
数（2012）

218 72 126 118

サイエンスマップにおける日英独の学際的・分野融合的域数への参画数の比較

＜日本の研究領域への参画率は年々低下＞

サイエンスマップ 2008 263/647(41%) → 2010 278/765(36%)
→ 2012 274/823(33%)

●世界全体

●日本

広がる学術研究のフィールドと我が国の状況

11



＜サイエンスマップ上のコアペーパー（Top1%論文）における日英独の参画領域の推移
＞

注：参画領域数とは、研究領域のコアペーパ（Top1％論文）のうち1件以上に関与している領域数を示している。
データ： 科学技術・学術政策研究所がトムソン・ロイター社 ESI・リサーチフロントデータ(NISTEP ver.) およびWeb of 

Science(SCIE, XML 2012 ver.)を基に、集計、分析を実施。
出典： 「サイエンスマップ2010&2012」(平成26年7月、科学技術・学術政策研究所)

「サイエンスマップ2014」(平成28年9月、科学技術・学術政策研究所)

「・・・サイエンスマップの研究領域数が増加している中、日本の参画領
域数は伸び悩み、サイエンスマップ上の参画割合を見ると低下傾向に
ある(サイエンスマップ2008時点で41％、サイエンスマップ2012時点で
33％)。 英国やドイツの参画領域数とは大きく差があり、多様性の観点
でも違いが見られる。」
出典：「サイエンスマップ2010&2012」(平成26年7月、科学技術・学術政策研究
所)

○ 研究活動の国際化が進む中、日本の存在感が低下。国際的に注目される研究領域にも
十分に参画できていない。

世界

領域数 参画領域数 割合 参画領域数 割合 参画領域数 割合

サイエンスマップ2008 コアペーパ 647 263 41% 388 60% 366 57%

サイエンスマップ2010 コアペーパ 765 278 36% 488 64% 447 58%

サイエンスマップ2012 コアペーパ 823 274 33% 504 61% 455 55%

サイエンスマップ2014 コアペーパ 844 274 32% 531 63% 465 42%

サイエンスマップ2014
サイティングペーパ

（Top10%）
844 640 76% 774 92% 744 86%

日本 英国 ドイツ

＜当該国が関与したTop10%補正論文における共著形態の比較＞

英国 ドイツ 日本

出典： 「科学研究のベンチマーキング2015」
(平成27年8月、科学技術・学術政策研究所)

国内論文

国際共著論文（２国間）

国際共著論文（多国間）

研究活動の国際化の中での日本の存在感
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研究の挑戦性・継続性をめぐる危機
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科学技術関係予算の推移

（※1）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであるため、今後の精査によ
り

変更があり得る。
（※2）本ページの28年度予算額には、公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等が含まれており、1頁に記載された28年度予算額とは異なっている。

出典：「科学技術関係予算 平成29年度当初予算案及び平成28年度補正予算について」(平成29年1月、内閣府政府統括官(科学技術・イノベーション担当))
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10,970

10,945

10,945

11,123

10,792

11,366

11,528

11,585

11,695

11,813

12,043

12,214

12,317

12,415

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度
▲98億円減
（▲0.8%）

▲103億円減
（▲0.8%）

▲171億円減
（▲1.4%）

▲230億円減
（▲1.9%）

▲118億円減
（▲1.0%）

▲110億円減
（▲0.9%）

（単位：億円）

▲58億円減
（▲0.5%）

▲162億円減
（▲1.4%）

▲574億円減
（▲5.1%）

331億円増
（3.1%）

▲177億円減
（▲1.6%）

※平成29年度予定額には、国立大学法人機能強化促進費（45億円）を含む。

前年度同額

25億円増

国立大学運営費交付金等予算額の推移

（文部科学省作成）15



※平成24～29年度は復興特別会計を除く。

（単位：億円・％）

私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移

区 分 S50年度
55年
度

H5年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

経常的経費 4,892 8,818 21,359 28,849 29,426 29,786 29,691 30,052 30,449 30,516 30,977 31,580 31,773

経
常
費
補
助
金

総 額 1,007 2,605 2,656 3,313 3,281 3,249 3,218 3,222 3,209 3,188 3,175 3,184 3,153 3,153 3,153
(伸 率) (57.4) (10.6) (2.1) (0.6) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (0.1) (▲ 0.4) (▲ 0.7) (▲ 0.4) 0.3 (▲ 1.0) 0 0
伸 額 367 250 54 20 ▲ 32 ▲ 32 ▲ 31 4 ▲ 13 ▲ 22 ▲ 12 9 ▲ 31 0 0

う ち
特別補助 17 73 397 1,109 1,113 1,113 1,102 1,102 398 394 393 422 441 451 464

割合 (1.7) (2.8) (15.0) (33.5) (33.9) (34.3) (34.3) (34.2) (12.4) (12.4) (12.4) (13.3) (14.0) (14.3) (14.7)

補助割合 20.6 29.5 12.4 11.5 11.1 10.9 10.8 10.7 10.5 10.4 10.3 10.1 9.9

（文部科学省作成）
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6,902 6,633 6,453 6,394 6,148 6,079 

100%
96%

93% 93%
89% 88%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

110%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28

＜留意事項＞
 出典：財務省「予算及び財政投融資計画の説明」をもとに国立研究開発法人協議会運営課題分科会事務局にて作成。
 各年度の計数は、各年度の一般会計当初予算額を掲載。
 過去に統合された法人も含めて集計。（棒グラフ下部のカッコ内は各年度4月1日時点の対象法人数）

（億円）

国立研究開発法人の運営費交付金は、第４期科学技術基本計画が開始した
平成２３年度から平成２８年度までに約８２３億円（約１２％）減少している。

運営費交付金

運営費交付金措置率（H23年度比）

(27)(31)(31)(31)(31)(31)
-1,＋1 -4

国立研究開発法人運営費交付金等予算額の推移
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調査の概要：科研費採択上位200大学等（国立：76、公立：26、私立：90、その他：11）に所属する
研究者約１万名へのアンケート（平成28年6～7月実施、回答者3646名）

「個人研究費」の定義
：所属機関から、当該研究者に対し、自由な研究活動の実施及び研究室等の運営のために支給される資金（科研費等の外部
資金や所属機関によって共通的に控除される経費を除く）。

◆ 年間の個人研究費は、国公私大の別によらず、50万円未満が約6割、100万円未満が約8割。
・ 分野や研究形態の別（50万円未満）では理工系・生物系や実験系が約5割、人文社会系や非実験

系が約8割。

・ PIクラス（教授・准教授）についても、同様の傾向。

◆ 10年前と比較すると、個人研究費が減少した者は4割超、
半減以下となった者も約2割。一方、増加した者は約1割。

・ 国立大学においては約6割が減少

・ 分野の別では理工系の減少傾向が顕著。

◆ 科研費などのボトムアップ型研究費の予算増や
採択率向上を求める声が強い。
・ 競争的研究費の改革の方向性については、

科研費採択率30％達成、科研費の基金化、
ボトムアップ型研究費の予算増を求める意見が多数。

・ 科研費の予算規模の現状を「小さい」とする者が
6割に対し、「大きい」とする者はわずか（2％）。 (ｎ＝3,646)

平成27年度に所属機関から
配分を受けた「個人研究費」

14%

21%

25%

19%

18%

3% ～10万円

10～30万円

30～50万円

50～100万円

100万円以上

その他（分からない等）

個人研究費等の実態について

出典：「「個人研究費等の実態に関するアンケート」について(調査結果の概要)」(平成28年8月、文部科学省)
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出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査2014）」(平成27年3月、科学技術・学術政策研究所)

注） イノベーション俯瞰グループ（約５００名） ・・・・・・・・産業界等の有識者、研究開発とイノベーションの橋渡し（ベンチャー、産学連携本部、
ベンチャーキャピタル等）を行っている方、シンクタンク・マスコミで科学技術にかかわっ
ている方、病院長など

大学・公的研究機関グループ（約１，０００名） ・・・大学・公的研究機関の長、世界トップレベル研究拠点の長、最先端研究開発支援プロ
グラムの中心研究者、大学・公的研究機関の部局や事業所の長から推薦された方

「短期的な成果が出ることを強く志向する研究者」が増えているとの認識が一番高い。他方、「長期的な研究戦略を重視して、
研究テーマにじっくりと取り組む研究者」は減っているとの認識。

研究活動の変化（短期的な成果が出る研究を志向する者の増加）
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（※１，※３出典）
「大学等教員の職務活動の変化－『大学等におけるフルタイム換算データに関する調査』による2002年、2008年、2013年調査の３時点比較－」

(平成27年4月、科学技術・学術政策研究所)）
（※２出典）「科学技術の状況に係る科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2012）」(平成25年4月、科学技術政策研究所)

（※２）

（※１）

（※３）

研究者を取り巻く現状（研究時間・職務活動等）
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次代を担う研究者をめぐる危機
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○修士課程修了者のうち、博士課程へ進学する者の人数及び進学率は減少傾向にある。

9,201人

6,674 人

15.2％

9.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

進学者数 進学率

（各年３月現在）（人）

（年）

出典：「学校基本調査」(平成28年度、文部科学省)

修士課程修了者の博士課程進学者数及び進学率の推移
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支援なし

40,002

54.1%

60万円未満

17,350

23.5%

60万円以上

120万円未満

5,228

7.1%

120万円以上

180万円未満

3,527

4.8%

180万円以上

240万円未満

1,920

2.6%

240万円以上

5,607

7.6%

受給額不明

341

0.5%

(n=73,975)

生活費相当額受給者

7,527人

10.2％

財源区分別生活費相当額受給者数
（主なもの）

財源名 受給者数

特別研究員（ＤＣ） 4,358

運営費交付金等 836

国費留学生 609

グローバルCOEプロ
グラム

175

博士課程教育リー
ディングプログラム

70

科学研究費補助金 4

その他競争的資金 49

出典：平成25年度文部科学省先導的大学改革推進委託事業
「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」（平成26年5月、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

博士課程学生一人あたりの支給額

※ 受給額の中には、授業料減免措置を含む。
※ 調査で回答から漏れていた特別研究員（ＤＣ）の受給者を、「受給なし」に分類されており、

実際は年間240万円を受給していると仮定している。

○２０１２年度時点で、生活費相当額（年間１８０万円以上）の経済的支援の受給者は、博士
課程（後期）学生全体の１０．２％で、科学技術基本計画に掲げる目標値（２割）の半分程度。
○生活費相当額の受給者の半数以上が特別研究員（ＤＣ）受給者。競争的資金により生活費相
当額を受給している者はわずか５３名。

博士課程学生の経済的支援の状況（受給額別）※貸与型奨学金を除く
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10.1% 8.4%
13.9%

3.9%
9.5% 9.7% 11.6%

28.0%
23.2%

5.9% 8.3%

12.5%

4.8%

6.0%
20.6%

25.5%

12.6%
5.2%

2.3%

3.7%

12.6%

16.1%

5.0%

4.6%

6.9%

7.8%

12.0%

36.7%

4.0% 7.6%

3.0%

7.9%

6.1%

8.4%

10.0%

4.3%

3.4%

2.4%

7.7%

16.0%
8.2%

8.1%

5.8%

0.8%

1.2%

1.3% 1.2%

1.0%

1.0%

0.4%

0.6%

0.9%

4.5%

5.0%

2.1%
4.8%

1.7%

4.0%

7.1%

8.0%

7.3%

10.4%

3.4%

12.2%

10.9%

7.9%

32.3%
11.9%

16.4%

5.9%

8.0%

7.6%

5.2%

16.4%

11.8%

3.3%

14.6%

3.6%

15.4%

12.3%

11.6%

16.0%

18.2%

0.7%

13.9%

16.6%

36.1%

21.0%

14.5% 17.2%
22.5%

8.9%
16.0%

11.7%

40.0%

16.8%

9.3%

17.0% 18.6%

8.0% 6.6% 7.2% 4.9% 4.0%

13.2%

23.0%

14.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 家政 教育 芸術 その他

大学教員（任期なし） 民間企業等（任期なし）
その他（医師含む）（任期なし） 大学教員（任期あり）
民間企業等（任期あり） その他（医師含む）（任期あり）
ポスドク 社会人入学者（現職継続）
その他（進学・一時的な職に就いた者含む） 不詳

 博士課程修了後の就職先として、任期の定めのない職に就く者が38.7％、任期の定めのある職に就く者
（ポスドクを含む）が23.6％。現職を継続する社会人入学者は11.8％。

 理学、工学分野における「民間企業等への就職」が2割を超えて高い一方、理学分野についてはポストド
クターの割合が３割を超えている。

 人文科学分野・芸術分野については、進学者・一時的な職に就いた者を含む「その他」の者、「不詳」の者
が半数以上を占めている。

※満期退学者含む

任
期
の
定
め
な
し

任
期
の

定
め
あ
り

(n=14,488) (n=1,115) (n=1,183) (n=1,244) (n=3,255) (n=908) (n=4,352) (n=25) (n=341) (n=135) (n=1,923)

博士課程修了後の就職先（分野別）

出典：「大学院活動状況調査」(文部科学省)24


